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令和元年度 第 1３回 教育研究評議会議事要録 

 

日 時  令和２年３月４日（水）午後１時 30分から午後２時 35分 

出 席  25名 オブザーバー１名 欠席２名 

 

 

※議事の進行上、順番を変更し、その他１から先に説明を行った。 

 

〔その他〕 

１．学位記授与式について 

蓼沼学長から、学位記授与式について、資料に基づき説明があった。 

 

〔審議事項〕 

１．次期附属図書館長の選任について 

蓼沼学長から、次期附属図書館長の選任について、資料に基づき説明があり、審議の

結果、原案どおり承認された。 

 

２．学生の処分について 

沼上理事・副学長から、学生の処分について、資料に基づき説明があり、審議の結果、

原案どおり承認された。 

 

３．一橋大学学則及び一橋大学教職課程履修規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学学則及び一橋大学教職課程履修規則の一部改正につ

いて、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。  

 

４．一橋大学学位規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学学位規則の一部改正について、資料に基づき説明が

あり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

５．一橋大学大学院経営管理研究科規則及び細則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院経営管理研究科規則及び細則の一部改正につ

いて、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

６．一橋大学大学院商学研究科規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院商学研究科規則の一部改正について、資料に

基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

７．一橋大学大学院国際企業戦略研究科規則及び細則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院国際企業戦略研究科規則及び細則の一部改正

について、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

８．一橋大学大学院経済学研究科規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院経済学研究科規則の一部改正について、資料

に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 
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９．一橋大学大学院法学研究科規則及び細則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院法学研究科規則及び細則の一部改正について、

資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

10．一橋大学大学院法学研究科法務専攻（法科大学院）規則及び細則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院法学研究科法務専攻（法科大学院）規則及び

細則の一部改正について、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認され

た。 

 

11．一橋大学大学院社会学研究科規則及び細則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院社会学研究科規則及び細則の一部改正につい

て、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

12．一橋大学大学院言語社会研究科規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院言語社会研究科規則の一部改正について、資

料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

13．一橋大学大学院国際・公共政策教育部規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学大学院国際・公共政策教育部規則の一部改正につい

て、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

14．一橋大学大学院法学研究科附属グローバル・ロー研究センター規則及び関連規則の一部

改正について 

佐藤理事・副学長から、一橋大学大学院法学研究科附属グローバル・ロー研究センタ

ー規則及び関連規則の一部改正について、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案

どおり承認された。 

 

15．令和２年度年度計画案について 

蜂谷理事・副学長から、令和２年度年度計画案について、資料に基づき説明があり、

審議の結果、原案どおり承認された。 

 

16．令和２年度一橋大学予算（案）について 

蜂谷理事・副学長から、令和２年度一橋大学予算（案）について、資料に基づき説明

があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

17．中央民族大学との大学間交流協定（学術）の締結について（新規） 

山田副学長から、中央民族大学との大学間交流協定（学術）の新規締結について、資

料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認された。 

 

18．テュレーン大学フリーマン・ビジネススクールとの大学間交流協定（学生）の締結につ

いて（新規） 

山田副学長から、テュレーン大学フリーマン・ビジネススクールとの大学間交流協定

（学生）の新規締結について、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり承認

された。 
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〔報告事項〕 

１．一橋大学における授業料等に関する規則の一部改正について 

沼上理事・副学長から、一橋大学における授業料等に関する規則の一部改正について、

資料に基づき説明があった。 

 

２．2020年度一橋大学大学院修士課程等入学試験の実施結果について 

沼上理事・副学長から、2020 年度一橋大学大学院修士課程等入学試験の実施結果につ

いて、資料に基づき説明があった。 

 

３．令和２年度学部一般入試（前期日程・後期日程）第１段階選抜合格者の決定について 

沼上理事・副学長から、令和２年度学部一般入試（前期日程・後期日程）第１段階選

抜合格者の決定について、資料に基づき説明があった。 

 

４．令和２年度推薦入試合格者の決定について 

沼上理事・副学長から、令和２年度推薦入試合格者の決定について、資料に基づき説

明があった。 

 

５．外国学校出身者入試志願者数について 

沼上理事・副学長から、外国学校出身者入試志願者数について、資料に基づき説明が

あった。 

 

６．令和２年度外国人留学生入試合格者の決定について 

沼上理事・副学長から、令和２年度外国人留学生入試合格者の決定について、資料に

基づき説明があった。 

 

７．タマサート大学との大学間交流協定（学生）の締結について（更新） 

山田副学長から、タマサート大学との大学間交流協定（学生）の更新について、資料

に基づき説明があった。 

 

８．モナシュ大学との大学間交流協定（学生）の締結について（更新） 

山田副学長から、モナシュ大学との大学間交流協定（学生）の更新について、資料に

基づき説明があった。 
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配布資料 

１．次期附属図書館長の選任について 

２．学生の懲戒に関する報告書 

３．一橋大学学則及び一橋大学教職課程履修規則の一部改正について（案） 

４．一橋大学学位規則の一部改正について（案） 

５．一橋大学大学院経営管理研究科規則及び細則の一部改正について（案） 

６．一橋大学大学院商学研究科規則の一部改正について（案） 

７．一橋大学大学院国際企業戦略研究科規則及び細則の一部改正について（案） 

８．一橋大学大学院経済学研究科規則の一部改正について（案） 

９．一橋大学大学院法学研究科規則及び細則の一部改正について（案） 

10．一橋大学大学院法学研究科法務専攻（法科大学院）規則及び細則の一部改正について（案） 

11．一橋大学大学院社会学研究科規則及び細則の一部改正について（案） 

12．一橋大学大学院言語社会研究科規則の一部改正について（案） 

13．一橋大学大学院国際・公共政策教育部規則の一部改正について（案） 

14．一橋大学大学院法学研究科附属グローバル・ロー研究センター規則及び関連規則の一部

改正について（案） 

15．第３期中期計画・令和元年度計画・令和２年度計画（案） 

16．令和２年度国立大学法人一橋大学予算編成方針（案） 

  令和２年度予算編成に当たってのポイント 

  令和２年度国立大学法人一橋大学予算（案） 

  令和２年度間接経費（全学共通分）の執行について 

  令和２年度寄附金（全学共通分）の執行について 

17．一橋大学交流協定締結計画書（新規）（案）（中央民族大学） 

18．一橋大学交流協定締結計画書（新規）（案）（テュレーン大学フリーマン・ビジネススク

ール） 

19. 一橋大学における授業料等に関する規則の一部改正について（案） 

20. 2020年度入学試験定員充足状況 

  2020年度大学院修士課程入学試験志願者・合格者数一覧 

2020年度大学院博士後期課程入学試験志願者・合格者数一覧 

2020年度大学院専門職学位課程入学試験志願者・合格者数一覧 

21. 令和２年度一般入試（前期日程）第１段階選抜合格者数 

  令和２年度一般入試（後期日程）第１段階選抜合格者数 

  令和２年度一般入試学内併願状況 

22. 令和２年度推薦入試合格者数 

23. 令和２年度外国学校出身者入試志願者数 

24. 令和２年度外国人留学生入試合格者数 

25. 一橋大学交流協定締結計画書（更新）（タマサート大学） 

26. 一橋大学交流協定締結計画書（更新）（モナシュ大学） 

27. 学位記授与式について 

  学校の卒業式・入学式等の開催に関する考え方について（令和２年２月 25日時点） 

 


